
新潟県中越地震における新潟県の
災害対応業務記録の分析 【１】

 

災害対応業務分析

第一次 第二次 第三次 第四次

日時 10月27日 10月31日 11月5日 12月24日

本部委員会 → 本部委員会 → 本部委員会 → 本部委員会 8 → 本部委員会

総務班 → 総務班 → 総務班 → 総務班 5 → 総務班

対策班 → 対策班 → 対策班 → 対策班 15 → 対策班

広報班 → 広報班 → 広報班 → 広報班 5 → 広報班

政府現地支援室 → 政府現地支援室 → 政府現地支援室 40 → 解散

国防災機関連絡室 → 国現地対策支援室 → 国現地対策支援室 → 国現地対策支援室 → 解散(12/3)

自衛隊指揮班 → 自衛隊指揮班 → 自衛隊指揮班 60 → 解散

自衛隊連絡班 → 自衛隊連絡班 → 自衛隊連絡班 → 自衛隊連絡班 15 → 解散

防災機関連絡班 → 防災機関連絡班 → 防災機関連絡班 → 防災機関連絡班 10 → 解散

ライフライン関連班 → ライフライン関連班 → ライフライン関連班 → ライフライン関連班 8 → 解散

救助班 → 救助班 → 救助班 16 → 解散

避難所情報収集班 → 避難所情報収集班 → 避難所情報収集班 5 → 解散

食料品班 → 食料品班 → 食料品班 18 → 解散
生活用品担当班 → 救援物資・物流班 50 → 救援物資・物流班
知事会連絡班 → 知事会連絡班 10 → 解散

265
・住民救助、物資輸
送に使用するヘリコ
プター等の運行調
整事務が増大した
ため、救助班を新設

・マスコミの災害対
策本部内の入室を
制限

・避難者ニーズを調
査するため、避難所
情報収集班を新設

・北海道、東北知事
会等の他県連絡調
整を新設

・食糧支援の受け
入れ及び配送に係
る調整業務が増大
したため、担当を対
策班から独立させ
新設

変更点

・全国からの支援、義捐物資の
問い合わせや、それらに関する
調整作業量が増大したため、生
活用品班→支援物資・物流班
に拡充

・11/8に「復旧・復興本部」を設
置

概算人数
（Max時）

→

構成

→ → →地域防災計画

災害対策本部
構成部局の変遷

0

地域防災計画
大業務 中業務 小業務 原本(アクション) start finish 業務時間 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 1 1 1 2 2 2 3 4 5 6 7 9 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #

土木部 用地・土地利用班 用地・土地利用 搬入搬出 新潟空港で支援物資の積み込み作業の応援 14 21 7 # # #
A駐車場でおにぎりの炊き出しの応援 34 46 12 # # #

地図作成 地図作成 対策関係課へ住宅地図の閲覧、コピー等への対応 15 143 128 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #
地図作成 対策関係課へ住宅地図の閲覧、コピー等への対応 159 1151 992 # # # # # # # # # # # # # # # # #

協定の締結 協定の締結 県土地開発公社と「災害時における新潟県と新潟県土地開発公社との応援に関する協 39 40 1 #
応援 応援 報道対応（首相視察）への応援 159 335 176 # # # # # #

長岡地域振興局地域整備部用地課へ応援 207 311 104 # # # #
建築住宅課設置の空室情報センターへの応援 279 455 176 # # # # #

通知 「用地取得に伴う損失補償について」の文書を地域機関に通知（阪神大震災の事例紹 423 424 1 #
支援要請 要望・要請 A係長、B主任 国土交通省に出向き、用地取得に関する国税の特別措置を要望 1335 1336 1 #

「被災地内の用地取得について」の文書を地域機関に通知（中越大震災の取扱いにつ 1407 1408 1 #
被災地域外の土木事務所等に対して災害用地対策応援準備を要請 1575 1576 1 #

河川管理班 河川管理課 １　土木部所管施設（都市局含む）の被害調査のとりまとめに関す被害調査 情報の収集 0.5 120 119.5 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #
河川管理課長 被害状況について 3 87 84 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #

総括災害査定官及び査定官による災害緊急調査の実施 15 407 392 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #
整備局報告 62 1552 1490 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #
公共土木施設の被害報告 44 713 669 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #

災害査定 災害査定 1215 1319 104 # #
土木部管理ダムの地震点検実施 3 5 2 # #
土木部大規模河川管理施設地震点検実施 4 23 19 # # # # # # # # # #

３ 実施事業の被害調査及び応急対策に関すること。 利水ダムの地震点検実施 5 21 16 # # # # # # # #
要望 査定の簡素化、保留金額の引き上げ、災害復旧事業の採択基準の緩和について、内閣府190 191 1 #

国土交通省から早急な復旧が必要な箇所の査定前の工事着手を認める文書通知（災害 303 304 1 #
災害査定の簡素化（案）について国土交通省からの説明が新潟市で開催 375 376 1 #
平成１６年内に災害査定が困難な箇所は平成１７年に入ってからの査定としてほしい旨の 447 448 1 #

派遣 災害復旧技術専門家派遣 375 647 272 # # # # # # # #

建築住宅班 建築住宅課 １　公営住宅の被害状況調査及びその応急対策に関すること。 被害調査 公営住宅被害状況、入居可能住戸照会（公営住宅管理市町あて） 5 51 46 # # # # # # # # # # # # # #
建築住宅課長 国交省（整備局、国総研）と合同で被災状況現地調査 15 51 36 # # # # # # # #

２　実施事業の被害状況調査及び応急対策に関すること。 市町村へ建築物の被害状況を確認 2 3 1 #
３ 被災建築物の応急危険度判定に関すること。 応急危険度判定 国土交通省建築指導課・北陸地方整備局と応急危険度判定について調整開始 2 4 2 # #

応急危険度判定 15 424 409 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #
支援要請 県内市町村、（社）新潟県建築士会へ応急危険度判定支援 15 424 409 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #

応急危険度判定の広報用チラシを市町村へ配布 207 450 243 # # # # # # #
４ 被災住宅の応急修理に関すること。 実態把握会議 応急修理における工事等の実態把握会議（県庁内：国土交通省、修理業者） 164 169 5 # #

新潟県瓦工事業連合会宛て「住宅再建支援について」要請（文書） 999 1000 1 #
住宅修繕支援 住宅修繕支援の活動 63 1480 1417 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #

５ 応急仮設住宅の建設に関すること。 用地の確保 応急仮設住宅の建設地及び要望戸数の調査 29 145 116 # # # # # # # # # # # # # # # # # # # # #
候補地調査 135 184 49 # # # # # # #
国交省（都市再生機構）が応急仮設住宅の候補地リストアップ 112 119 7 # #

入居者の選定 応急仮設住宅団地内のコミュニティーの維持についての協議 457 463 6 #
メーカーの選定 応急仮設住宅の仕様について通知（市町村へ） 471 475 4 #
住宅の発注 応急仮設住宅の談話室・集会所箇所数確定 598 599 1 #

応急仮設住宅の設備工事（水道、ガス等）の人手の確保について協力依頼について通知 759 763 4 #
応急仮設住宅の完成検査 663 1264 601 # # # #

10分 30分 1時間 2時間 4日 5日 6日6時間 12時間 24時間 2日 ２ヶ月

組織
業務記録 時間 (h)

1週間 2週間 3週間 １ヵ月3日

救援・救助物資の搬入及び搬出に関すること。（商業振興課又は
食品・流通課、畜産課の指示による。）

２　河川、海岸施設、治水ダム、河川総合開発ダムの被害状況調
査及びその機能確保等の応急対策に関すること。

業務の構造化
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・10/23～12/31までの県庁全職員の災害対応業務を集計
・単位は延べ部署・日（各業務を構造化し時間で積分し8時間積み重なったら１（部署・日）として計算）

（部署・日）
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A  県災害対策本部の設置・運営

Ｂ　福祉保健対策

Ｃ　廃棄物・し尿処理等

Ｄ　食糧供給・救援物資

Ｅ  教育対策

Ｆ　公共施設等対策

G　農林水産業対策

Ｈ　住宅対策

I　ボランティア

J　義援金 　　　　　　　　　　　　　　　

Ｋ　商工業対策

Ｌ　災害復興（復旧・復興本部、復
興ビジョン）
Ｍ　市町村へ派遣

Ｎ　その他
（部署・日）

・10/23～12/31までの県庁全職員の災害対応業務を集計
・単位は延べ部署・日（各業務を構造化し時間で積分し8時間積み重なったら１（部署・日）として計算）

新潟県中越地震における県庁職員の

種類別対応業務量の比較

部署別対応業務量の比較 （県民生活・環境部）

経過時間
災害
発生

応急仮設住宅の建設・提供

用地の
確保

予算の
算出

メーカー
の選定

入居者の
選定

住宅の
発注

用地被災
程度調査

避難者の
世帯数調査避難者の

世帯数調査
倒壊家屋
棟数調査

用地・建設
コスト算出

資材調達

３日後 1週間後 １ヶ月後

業務の洗い出し

住宅対策住宅対策

大

中

小

大大

Meguro Lab., IIS

業務分析組織構造

視点１ 視点２

業務量評価

視点３

相互連関
視点５

情報
マネジメント

視点４

だれが？

どれくらい？ どんな情報が？

なにを？

研究の背景と目的
組織として理想的な防災対策を実現するには，過
去の災害対応を正確に記録し，これを分析/評価し，
問題点を洗い出すとともに解決策を検討する環境
整備が必要である．しかし，現状では組織として
の防災力を分析/評価できる環境が整備されていな
い．本研究では，2004年10月23日に発生した新潟
県中越地震における新潟県災害対策本部の災害対
応業務記録を分析した．

土木部 建築住宅課

①主体

応急仮設住宅の建設に関すること

②大業務

1
ID

135
④開始時間

185
⑤終了時間

応急対策

⑥対策期

１２（人・日）

⑦仕事量

1
ID

1

ID

応急仮設住宅の候補地調査

③アクション

応急仮設住宅候補地

⑩output情報1

総務部

新行政推進室

⑪情報出力先

県民生活・環境部

⑨情報入手先

避難者世帯数

⑧input情報１
1

ID

応急仮設住宅建設の予算の算出

⑳関連するアクション

1
ID

input・output
情報が複数ある
場合、その数だ
け関連付ける
（最大３×３）

　所　属　名 土木部　都市局　建築住宅課　　
報告担当者職・氏名

　電話番号 内線　

月　　日 時　刻 対 　　応 　　状　　況
10月23日23:00 公営住宅被害状況、入居可能住戸照会（公営住宅管理市町あて）
10月23日20:00～ 市町村へ建築物の被害状況を確認
10月23日 国土交通省建築指導課・北陸地方整備局と応急危険度判定について調整開始
10月23日20:00 公営住宅の被害状況の調査（電話で市町村に）
10月24日 小千谷市へ先遣隊を派遣。小千谷市・長岡市で応急危険度判定開始
10月24日 県内市町村、（社）新潟県建築士会へ応急危険度判定支援要請
10月24日23:00 応急仮設住宅の建設地及び要望戸数の調査を開始（応急仮設住宅建設の検討に

ついて（係長→市町村担当者））、ファクス
10月24日13:00～ 小千谷市内の応急危険度判定先見と同時に県営住宅千谷川、天竺の外観調査を

実施した。
10月25日10:00 被災に伴う特定優良賃貸住宅の柔軟な運用について北陸地方整備局に協議
10月25日 十日町市で応急危険度判定開始
10月25日21:00 山形県へ応急危険度判定広域支援要請（第１次第１報）
10月25日17:34 連絡受

理
住宅金融公庫災害復興住宅融資の受け付け開始（文書）

10月25日23:00 被災市町村に応急仮設住宅の必要性を照会「応急仮設住宅の建設についてのお
願い」（課長→市町村）

10月25日 都市局長から都市再生機構に長岡ニュータウン内の仮設住宅用地候補地選定依
頼を行った。

10月25日16:00 プレハブの在庫等について、プレ協と電話打合せ
10月25日9:00から21:00 国交省（整備局、国総研）と合同で被災状況現地調査（長岡市、小千谷市、川口

町、山古志村）
10月26日12:00 被災者向け　県内公営住宅一時入居の受付募集のお知らせ（県災害関連ＨＰで随

時更新）
10月26日 国交省住宅局通知「新潟県中越地震等に伴う公営住宅への入居の取扱いについ

て」（震災における公営住宅一時入居取扱いの全国への協力要請）

ヒアリング資料

危機管理対応データベースの構築

検証・分析
問題点の洗い出し

問題点の内容と構造の把握５つの視点で分析 教訓

データベースの仕様

組織構造

視点１

約2ヶ月

5つの班
以外解散

災害対策本部の構成は，緊急・応急・復旧業
務のフェーズ毎に，被災社会の状況変化に
よって組織構造が変化していくことがわかる

業務分析

視点２

ガントチャート

組織全体の業務における，個々のアクショ
ンの位置付けが明確になった

従来の計画には存在しない業務の
開始/継続時間が分析できた

将来の大災害に対して限られた防災資源を最大限に有効利用するには，
これらを総合化し，一般化・普遍化することが必要！

地域防災計画に記載されている
災害対策本部の分掌業務

地域防災計画に記載されている
部署レベルでの分掌業務

大業務と小業務の中間業務

具体的なアクション

業務量評価
種類別・部署別

視点３

業務内容ごとの必要な
人工の算出方法

↓
大大業務の上位のクラ
スとして種類別対応業
務（A～N）を定義し，
各々の種類別対応業務
の継続時間を集計した．

既存の計画の改訂・更新など，過去の経
験から得られた教訓を災害体験のない多
くの人々へ還元

新潟県中越地震における
県庁職員の災害対応業務記録

災害対応業務を分析/評価できる環境整備ができた

黄色＝
新規班

ANALYSIS OF RECORD FOR DISASTER RESPONSE ACTIVITIES OF LOCAL GOVEMENT 
OFFICIALS OF NIIGATA PREFECTURE AFTER THE 2004 NIIGATAKEN-CHUETSU EARTHQUAKE

危機管理防災課の主
業務である災害対策
本部設置・運営を各
部署がサポート

主業務に特化

各部署には主担当
の業務と他部署を
サポートする業務
が存在
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新潟県中越地震における新潟県の
災害対応業務記録の分析 【２】
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地域防災計画

業務数
（記載されている数）

業務主体
地震後
経過時間

災害対応業務記録

（部署・日）（部署・日）

救援・救助物資の搬入及び搬出に関すること。
（商業振興課又は食品・流通課、畜産課の指示による。）

大業務

報道対応（首相視察）への応援

被災地域外の土木事務所等に対して災害用地対策応援準備を要請
支援要請

A係長、B主任 国土交通省に出向き、用地取得に関する国税の特別
措置を要望

要望・要請

「被災地内の用地取得について」の文書を地域機関に通知（中越大震
災の取扱いについて）

通知・広報

「用地取得に伴う損失補償について」の文書を地域機関に通知（阪神
大震災の事例紹介）

通知

建築住宅課設置の空室情報センターへの応援

他部局への
応援

長岡地域振興局地域整備部用地課へ応援
応援

協定
県土地開発公社と「災害時における新潟県と新潟県土地開発公社との
応援に関する協定」を締結

協定の締
結

平常業務対策関係課へ住宅地図の閲覧、コピー等への対応地図業務

ビックスワン駐車場でおにぎりの炊き出しの応援
災害対応業務

新潟空港で支援物資の積み込み作業の応援
搬入・搬出

分類内容実働

災害
発生 応急仮設住宅の建設・提供

用地の
確保

予算の
算出

メーカー
の選定

入居者の
選定

住宅の
発注

用地被災
程度調査

資材調達

３日後 1週間後 １ヶ月後 ２ヶ月後

避難者の
世帯数調査

倒壊家屋
棟数調査

用地・建設
コスト算出

避難者
世帯数調査

作業員の
宿場確保

避難
ライフライン
被害情報

倒壊家
屋数

情報
F

情報
C 避難

情報
E

水道 ガス 電気

業務
１-1-1

業務
１-2-1

業務
１-3-1

業務
2-1-1

業務
2-2-1

業務
2-3-1

業務
3-1-1

業務
3-1-2

業務
3-2-1

情報
ABC…

情報
ABC…

情報
ABC…

情報
ABC…

情報
ABC…

情報
ABC…

情報
ABC…

情報
ABC…

情報
ABC…

組織
①

情報
ABC…

情報
ABC…

情報
ABC…

情報
ABC…

情報
ABC…

情報
ABC…

情報
ABC…

情報
ABC…

情報
ABC…

入力情報

出力情報

経過時間

避難
情報

B
情報

C
情報

D
情報

E 避難
情報

F
情報

B
情報

G

避難
情報

D 避難
情報

I 避難
情報

B
情報

G
情報

H
情報

I

情報
D

情報
G

情報
H

情報
B

情報
E 避難

情報
C 避難

情報
B

情報
C 避難

情報
C 避難

情報
H

情報
B

情報
F 避難

情報
G

避難
情報

B
情報

E
情報

D
情報

E
情報

H
情報

B
情報

C
情報

B

生活
衛生
課

廃棄
物対
策課

市町
村課

土木
部建
設課

災害
対策
本部

災害
発生

①業務と情報の連携

情報トレーサビリティ

教育庁 人事委員会事務局 農林水産部
保健体育課 事務局総務課 調整課 市町村合併支援課国際交流課 交通政策課 管財課 広報広聴課 監理課 建築住宅課 道路管理課 道路建設課 林政課 福祉保健課 生活衛生課

○

B

b

○
A

b

○ ○ ○ ○ ○ ○
C A B A A A

ｂ b b b b b

○ ○ ○ ○
A A A A

b b b b

○
A

b

○ ○ ○
A A A

b b b

○
A

b

○
A

b

○
A

b

○ ○ ○
A A A

b b b

○
A

b

○
A

b

○
A

b

CC自動車 DDバス協会
北陸地方
整備局

道路公団 AA交通 BB汽船災害対策本部 各市町村 国 各地域機関

CC自動車

DDバス協会

BB汽船

道路公団

AA交通

北陸地方整備局

国

各地域機関

各市町村

災害対策本部

保健衛生部
福祉保健課

生活衛生課

道路建設課

農林水産部 林政課

建築住宅課

道路監理課
土木部

監理課

広報広聴課

交通政策課

国際交流課

市町村合併支援課

総合政策部

調整課

総務部
管財課

土木部 保健衛生部

教育庁 保健体育課

人事委員会事務局 事務局総務課

総務部総合政策部

c その他

C ～1month

重要度
a 生命に関わる
b 生活、広域

～３day
緊急度

A
B ～1week

情報連関表
道路被害 1month

土木部
道路管理課

各地域機関

北陸地方整備局

国

各市町村

道路公団

A交通

B汽船

C自動車

Dバス協会

土木部道路管理課

土木部道路管理課が
中心となって道路被害情報を
入手して提供

各市町村

災害対策本部 国

情報入手

情報提供

業務の早まり

業務量の軽減

ストーブ提供
医薬品の提供
メディア環境整備

避難

情報共有の効果

情報連関表

１２時間後

道路被害

避難

情報の視点からの業務分析

1日 3日 1週間 1ヶ月 3ヶ月

避難所の
被害状況把握

炊き出し支援

仮設トイレ設置

孤立集落の
避難民救助

食糧支援

生活必需品
の必要量集計

廃棄物処理

避難所
メディア整備

ゴミ収集車
要請

避難所施設
実態調査

健康診断 医薬品配布

被災養殖業者調査

避難所における
女性のニーズ調査

避難所解消
プロジェクト

災害査定会

LPガスボンベの配布

避難所の
衛生管理

教育庁

文化行政課

義務教育課

高等教育課

財務課

生涯学習推進課

総務課

福利課

保健体育課

保健福祉部 健康対策課

県民生活環境部 廃棄物対策課

企業局 総務課 企業誘致課

保健福祉部 健康対策課

県民生活環境部 廃棄物対策課

県民生活環境部 廃棄物対策課

総合政策部 情報収集班

保健福祉部 健康対策課

県民生活環境部 消防課

保健福祉部 健康対策課

県民生活環境部 男女平等推進課

保健福祉部 健康対策課

農林水産部 水産課

総合政策部 調整課

教育庁 財務課避難に関する
全ての部署の
業務フロー図

避難

情報の視点からの業務フロー図

計画業務以外の業務5分類

いずれの時間帯も
計画業務数より実
務業務数が多い

いずれの部署も計
画業務数より実務
業務数が多い

業務量評価
計画と実務の乖離

視点３－２

情報
マネジメント

視点４

これらの業務は，県全体の対応方針を
決めるために必要なことから初動期か
ら情報共有できる環境整備が重要．

上段「避難に関する情報」,下段「道路被
害情報」の業務分析表を並べて比較した

相互連関

視点５

土木部道路監理課は，多数の情報源からの情報
を収集し，これを多数の部署へ発信する部署．
このような特徴を持つ部署が情報流通において
ボトルネックとなる可能性が高い．
平時から適切に情報を取り扱う業務フローの作
成とマニュアル整備，訓練による習得を繰り返
し行う必要がある．

自分の業務に関連する業務の内容と他部
署の関連業務を時系列的に認識できる環
境（部署横断の業務フロー図）が整備

通行規制
交通情報公開
被災地への導線/迂回道路の選定
支援物資の輸送
孤立集落状況把握
・・・

初期に収集した「避
難者数」情報を，そ
の時点で，他の部署
にも同様に伝達され
たと仮定すると…

比較

情報の視点を持つことで，従来の多くの
地域防災計画や防災マニュアルでは認識
が難しかった部署間の関連を見出すこと
が可能になる．

12時間後に
発生する業務数が異なる

異なる部署が
同じ情報を収集
していた

②情報の追跡

避難

WHO
？

業務
1-1-1

業務
2-2-2

業務
3-1-2

WHO
？

WHO
?

業務
1-2-3

提
供
者

利
用
者

WHO
？

経過時間

情報の追跡
どの情報が，組織内外で
いつ・誰から提供され，いつ・誰が使うの
か？という「情報流通」が解明される！


